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議案番号 件   名 

報告 ７ 
令和３年度豊明市土地開発公社決算並びに令和４年度豊明市土
地開発公社事業計画及び予算の報告について 

報告 ８ 
令和３年度豊明市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越報告に
ついて 

議案４３ 教育長の任命について 

議案４４ 人権擁護委員候補者の推薦について 

議案４５ 令和４年度豊明市一般会計補正予算（第３号）について 

議案４６ 豊明市民間活用事業推進審査委員会設置条例の制定について 

議案４７ 
豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関す
る条例の一部改正について 

議案４８ 豊明市税条例等の一部改正について 

議案４９ 豊明市都市計画税条例の一部改正について 

議案５０ 
豊明市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例
の一部改正について 

議案５１ 豊明市子ども医療費支給条例の一部改正について 

議案５２ 
豊明市公共下水道事業受益者分担に関する条例の一部改正につ
いて 

議案５３ 令和４年度豊明市一般会計補正予算（第４号）について 

 

 



報告第７号 

 

   令和３年度豊明市土地開発公社決算並びに令和４年度豊明市土地開発公

社事業計画及び予算の報告について 

 地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、土地開発公社に係る経営状

況に関する事項について、別紙のとおり報告する。 

 

  令和４年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      



令和３年度

収  支  決  算  書

豊明市土地開発公社
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令和４年５月１２日　認定
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２ 役員会に関する事項

(１)　理事会(令和３年５月１１日)

　議案第３号  令和２年度豊明市土地開発公社収支決算の認定について

　議案第４号  剰余金の処分について

(２)　理事会(令和４年３月１４日)

　議案第１号  令和４年度豊明市土地開発公社事業計画について

　議案第２号  令和４年度豊明市土地開発公社収支予算について

  令和３年度の取得事業及び処分事業はありませんでした。

１ 総括事項

事  業  報  告  書

-3-



-4-



収    入 （単位 : 円）

款 項 目 節 当      初 補      正 流  用  額 計

1.事業収益 0 0 0 0 0 0
1.公有地取得事業収益 0 0 0 0 0 0

1.公有用地売却収益 0 0 0 0 0 0
2.事業外収益 90,000 0 0 90,000 7,050 82,950

1.受取利息 89,000 0 0 89,000 7,050 81,950
1.受取利息 89,000 0 0 89,000 7,050 81,950

2.雑収益 1,000 0 0 1,000 0 1,000
1.雑収益 1,000 0 0 1,000 0 1,000

90,000 0 0 90,000 7,050 82,950

支    出 （単位 : 円）

款 項 目 節 当      初 補      正 流  用  額 計

1.事業原価 0 0 0 0 0 0
1.公有地取得事業原価 0 0 0 0 0 0

1.公有用地売却原価 0 0 0 0 0 0
2.販売費及び一般管理費 85,000 0 0 85,000 71,000 14,000

1.販売費及び一般管理費 85,000 0 0 85,000 71,000 14,000
1.人件費 0 0 0 0 0 0

1.報酬 0 0 0 0 0 0
2.経費 85,000 0 0 85,000 71,000 14,000

1.旅費 1,000 0 0 1,000 0 1,000
2.交際費 1,000 0 0 1,000 0 1,000
3.需用費 10,000 0 0 10,000 0 10,000
4.役務費 1,000 0 0 1,000 0 1,000
5.負担金 1,000 0 0 1,000 0 1,000
6.公租公課 71,000 0 0 71,000 71,000 0

3.予備費 5,000 0 0 5,000 0 5,000
1.予備費 5,000 0 0 5,000 0 5,000

1.予備費 5,000 0 0 5,000 0 5,000
90,000 0 0 90,000 71,000 19,000

予        定        額
予定額との比較

支      出      合      計

収      入      合      計

区                                    分
執   行   額

令和3年度  豊明市土地開発公社  決算状況報告書

収益的収入及び支出の部

区                                    分
執   行   額

令和4年3月31日

予定額との比較
予        定        額

-
5
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　　　資本的収入及び支出の部

収    入 （単位 : 円）

1.資本的収入 104,000 0 0 104,000 0 104,000 63,739 40,261

1.借入金 104,000 0 0 104,000 0 104,000 63,739 40,261

1.借入金 104,000 0 0 104,000 0 104,000 63,739 40,261

104,000 0 0 104,000 0 104,000 63,739 40,261

支    出 （単位 : 円）

1.資本的支出 104,000 0 0 104,000 0 104,000 63,739 40,261
1.公有地取得事業費 104,000 0 0 104,000 104,000 63,739 40,261

1.用地費 0 0 0 0 0 0 0

2.補償費 0 0 0 0 0 0 0

3.委託料 0 0 0 0 0 0 0

4.工事費 0 0 0 0 0 0 0

5.支払利息 104,000 0 0 104,000 104,000 63,739 40,261

6.需用費 0 0 0 0 0 0 0

1.消耗品費 0 0 0 0 0 0 0

2.償還金 0 0 0 0 0 0 0

1.借入償還金 0 0 0 0 0 0 0

104,000 0 0 104,000 0 104,000 63,739 40,261

当 初 補 正 流 用 額

区                                    分

款 項 目 節

支      出      合      計

予        定        額

予        定        額区                                    分

収      入      合      計

款 項 目 節 当 初 補 正 合 計小 計 繰 越 額流 用 額
備 考

備 考

執 行 額 予定額との比較

執 行 額 予定額との比較
小 計 繰 越 額 合 計

-
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（単位 : 円）

63,739
0
0

15,095,093

2 公有地取得事業費
3 償  還  金
4 前年度未払金

差      引

63,739
15,159,043

134,739
71,000

3 長期借入金
4 前年度繰越金

支  払  資  金
1 販売費及び一般管理費

資金執行計算書

受  入  資  金
1 事業収益
2 事業外収益

15,229,832
0

7,050
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1 事業収益

 (1) 公有用地売却収益 0
      事業収益合計 0

2 事業原価

 (1) 公有用地売却原価 0
      事業原価合計 0
      事業総利益 0

3 販売費及び一般管理費

 (1) 販売費及び一般管理費 71,000
      販売費及び一般管理費合計 71,000
      事業損失 71,000

4 事業外収益

 (1) 受取利息 7,050
 (2) 雑収益 0
      事業外収益合計 7,050

当年度純損失 63,950

損 益 計 算 書
(令和３年４月１日～令和４年３月３１日)

（単位 : 円）
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資 産 の 部

区    分 明            細
預    金 普通預金及び定期預金 15,080,093
基　金 定    期    預    金 10,000,000
土    地 公    有    用    地 19,667,831

44,747,924

負 債 の 部

区    分 借   入   先   等
長期借入金 愛 知 信 用 金 庫 豊明 支店 19,652,831

19,652,831

合           計

財  産  目  録

令和4年3月31日

金            額
（単位 : 円）

金            額

令和4年3月31日

（単位 : 円）

合           計
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（単位 : 円）

1 公有用地取得事業費

 (1) 用 地 費 0
 (2) 補 償 費 0
 (3) 委 託 料 0
 (4) 工 事 費 0
 (5) 支払利息 63,739
 (6) 需 用 費 0

当年度取得事業原価 63,739
前年度末未処分用地 19,604,092
当年度用地売却原価 0
当年度末未処分用地 19,667,831

事  業  原  価  計  算  書
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日)
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（単位 : 円）
資  産  の  部

1 流動資産
 (1) 現金及び預金 15,080,093
 (2) 公有用地 19,667,831 （※1）

      流動資産合計 34,747,924
2 固定資産
 (1) 投資その他の資産 10,000,000
      固定資産合計 10,000,000
    資  産  合  計 44,747,924

負  債  の  部
1 固定負債
 (1) 長期借入金 19,652,831
      固定負債合計 19,652,831
    負  債  合  計 19,652,831

資  本  の  部
1 資本金
 (1) 基本財産 10,000,000
      資本金合計 10,000,000
2 準備金
 (1) 前期繰越準備金 15,159,043
 (2) 当期純損失 63,950
      準備金合計 15,095,093
    資  本  合  計 25,095,093

44,747,924

※１　個別法による原価法に依っております。

    負 債・資 本 合 計

貸  借  対  照  表
（令和４年３月３１日現在）
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Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

　公有地取得事業収入 0
　公有地取得事業支出 △ 63,739
　人件費支出 0
　その他の業務支出 △ 71,000
　   小計 △ 134,739

　利息の受取額 7,050
　事業活動によるキャッシュ・フロー △ 127,689

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

0
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入れによる収入 63,739
　長期借入金の返済による支出 0

　財務活動によるキャッシュ・フロー 63,739

Ⅳ 現金及び現金同等物減少額 63,950
Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 5,144,043
Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 5,080,093 （※1）

※1　現金及び現金同等物期末残高に、１年間の定期預金を含めておりません。

キャッシュ・フロー計算書

(令和３年４月１日～令和４年３月３１日)

（単位 : 円）
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令 和 ３ 年 度 決 算 付 属 明 細 書

豊 明 市 土 地 開 発 公 社

-
1
3
-



（単位：円）

科　目 種　類 金　　額

当　座 0

普　通 5,080,093 市内金融機関 5,080,093

定　期 10,000,000 市内金融機関 10,000,000

定　期
（資本金）

10,000,000 市内金融機関 10,000,000

国　債 0

地方債 0

その他 0

計 25,080,093

現金及び預金明細表

摘　　要

現　金 ― 0

預　金

満期保有目
的以外で保
有する有価
証券
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令和３年度   公 有 用 地 明 細 表 （令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

（単位：円、㎡）

面積 金額 面積 用地費 補償費 工事費
測量

試験費
諸経費 支払利息 計 面積 金額 面積 金額

大根若王子線用地
（間米町鶴根地内）

174.00 19,604,092 0.00 0 0 0 0 0 63,739 63,739 0.00 0 174.00 19,667,831

合 計 174.00 19,604,092 0.00 0 0 0 0 0 63,739 63,739 0.00 0 174.00 19,667,831

当期減少高 期 末 残 高

摘　要

期 首 残 高

資産区分

当　期　増　加　高

-
1
5
-



区 分 借 入 先 利率 ％ 借入年月日
借 入
方 法

期 首 残 高 当 期 増 加 高 当 期 減 少 高 期 末 残 高
(うち１年内返済予定額)

備 考

19,652,831H31.01.16 手 形

19,589,092

（単位：円）

長 期 借 入 金 明 細 表

19,589,092 63,739 0大根若王子線用地
（間米町鶴根地内）

愛知信金 0.325

19,652,83163,739 0合      計
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（単位 ： 円）

金 額 摘 要

公有地取得事業収益 0

0

（単位 ： 円）

金 額 摘 要

公有地取得事業原価 0

0

（単位 ： 円）

区 分 出 資 金 摘 要

基 本 財 産 10,000,000

合 計 10,000,000

事 業 収 益 明 細 表

科 目

公 有 用 地 売 却 収 益

合 計

事 業 原 価 明 細 表

科 目

公 有 用 地 売 却 原 価

合 計

資 本 金 明 細 表

出 資 団 体 名

豊 明 市
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参考資料

取  得

事  業  名 所      在 面積(㎡) 地目 金   額(円) 備　考

都市計画道路用地 174.00 63,739

　大根若王子線用地 間米町鶴根地内 174.00 宅地 63,739

174.00 63,739

処  分

事  業  名 所      在 面積(㎡) 地目 金額(円） 備　考

0.00 0

令和３年度豊明市土地開発公社事業実績

合      計

合      計
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15,095,093翌 年 度 繰 越 剰 余 金

剰 余 金 処 分 計 算 書

（単位  円）

      これを次のとおり処分するものとする。

1 前年度繰越剰余金

2 当 年 度 純 損 失

15,159,043

63,950
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　令和４年３月１４日　議決

豊明市土地開発公社

令和４年度

事業計画及び収支予算書
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㎡

事  業  名 取  得  面  積

令和４年度豊明市土地開発公社事業計画

処  分  面  積

㎡
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予備費

  第１項 5

支出合計

販売費及び一般管理費

  販売費及び一般管理費

第３款

85

85

5

  第１項

第２款

90

第２款

（単位  千円）

事業原価

  公有地取得事業原価

第１款

  第１項

  予備費

89  第１項

  公有地取得事業収益

  受取利息

0

90

収    入

第２条  収益的収入及び支出の予定額を次のとおり定める。

  第２項

（単位  千円）

事業外収益

事業収益

  雑収益 1

0

0

  第１項

収入合計 90

支    出

第１款

      ろによる。

令和４年度豊明市土地開発公社予算

（総則）

第１条  令和４年度豊明市土地開発公社の収支予算は、以下に定めるとこ

0

（収益的収入及び支出の予定）
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利       率

償 還 方 法

2,000,000千円以内

市中金融機関    手形借入

年利4.0％以内

土地売却代金を収納した都度償還するものとする。

限  度  額

  第２項   償還金

（借入金）

借 入 方 法

支出合計 104

0

第４条  資金の借入方法及び借入限度額並びに償還方法を次のとおり定める。

  第１項   公有地取得事業費

支    出 （単位  千円）

第１款

104

収    入

第１款 資本的収入

目       的 事業資金にあてるため

収入合計 104

分損益勘定留保資金で補填するものとする。）

資本的支出 104

  第１項   借入金 104

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足した場合、当年度

104

（単位  千円）

（資本的収入及び支出の予定）

第３条  資本的収入及び支出の予定額を次のとおり定める。
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収    入

款 項 目 節 金  額

１事業収益 0
１公有地取得事業収益 0

１公有用地売却収益 0

２事業外収益 90

１受取利息 89

１受取利息 89

２雑収益 1

１雑収益 1

90

支    出

款 項 目 節 金  額

１事業原価 0
１公有地取得事業原価 0

１公有用地売却原価 0
２販売費及び一般管理費 85

１販売費及び一般管理費 85

１人件費 0

１報酬 0

２経費 85

１旅費 1

２交際費 1

３需用費 10

４役務費 1

５負担金 1

６公租公課 71

３予備費 5

１予備費 5

１予備費 5

90

Ⅰ  令和４年度豊明市土地開発公社予算執行計画

収益的収入及び支出

（単位  千円）

収  入  合  計

（単位  千円）

支  出  合  計
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収    入

款 項 目 節 金  額

１資本的収入 104

１借入金 104

１借入金 104

104

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足した場合、当年度

支    出

款 項 目 節 金  額

１資本的支出 104
１公有地取得事業費 104

１用地費 0

２補償費 0

３委託料 0

４工事費 0

５支払利息 104

６需用費 0

１消耗品費 0

２償還金 0

１借入償還金 0

104

（単位  千円）

支  出  合  計

収  入  合  計

分損益勘定留保資金で補填するものとする。）

資本的収入及び支出

（単位  千円）
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区    分 前年度決算見込額 当年度予算額 増減（△）

受入資金 15,216 15,275 59

(1)事業収益 0 0 0

(2)事業外収益 7 90 83

(3)長期借入金 64 104 40

(4)前年度繰越金 15,145 15,081 △ 64

支払資金 135 189 54

(1)販売費及び一般管理費 71 85 14

(2)公有地取得事業費 64 104 40

(3)償還金 0 0 0

(4)前年度未払金 0 0 0

差    引 15,081 15,086 5

Ⅱ  資 金 計 画 書

（単位  千円）
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Ⅲ  予 定 損 益 計 算 書

（単位  千円）

１事業収益

（１）公有用地売却収益 0

      事業収益合計 0

２事業原価

（１）公有用地売却原価 0

      事業原価合計 0

      事業総利益 0

３販売費及び一般管理費

（１）販売費及び一般管理費 85

      販売費及び一般管理費合計 85

      事業損失 85

４事業外収益

（１）受取利息 89

（２）雑収益 1

      事業外収益合計 90

    当年度純利益 5

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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Ⅳ  予 定 事 業 原 価 計 算 書

（単位  千円）

１公有用地取得事業費

（１）用地費 0

（２）補償費 0

（３）委託料 0

（４）工事費 0

（５）支払利息 104

（６）需用費 0

    当年度取得事業原価 104

    前年度末未処分用地 19,667

    当年度用地売却原価 0

    当年度末未処分用地 19,771

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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Ⅴ  予 定 貸 借 対 照 表

（単位  千円）

資 産 の 部

１流動資産

（１）現金及び預金 15,086

（２）公有用地 19,771

      流動資産合計 34,857

２固定資産

（１）投資その他の資産 10,000

      固定資産合計 10,000

      資 産 合 計 44,857

負 債 の 部

１固定負債

（１）長期借入金 19,756

      負 債 合 計 19,756

資 本 の 部

１資本金

（１）基本財産 10,000

      資本金合計 10,000

２準備金

（１）前期繰越準備金 15,096

（２）当期純利益 5

      準備金合計 15,101

      資 本 合 計 25,101

   負 債 ・ 資 本 合 計 44,857

（令和５年３月３１日現在）
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参考資料

取  得
（単位  ㎡）

事 業 名 所  在 面  積 備  考

0.00

処  分
（単位  ㎡）

事 業 名 所  在 面  積 備  考

0.00

合    計

令和４年度豊明市土地開発公社事業計画

合    計
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議案第４３号 

 

教育長の任命について 

下記の者は、令和４年７月３１日任期満了となるので、同人を再任するもの

とする。 

 

  令和４年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

住  所   豊明市沓掛町 

氏  名   伏 屋 一 幸 

生年月日    

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第

１項の規定に基づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第４４号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員の緒方誠子氏は、令和４年９月３０日任期満了となるので、下

記の者を人権擁護委員の候補者として推薦するものとする。 

 

  令和４年６月３日提出 

 

                           豊明市長  小 浮 正 典      

 

                 記                  

住  所   豊明市三崎町 

氏  名   久 留 島 夕 紀 

生年月日    

 

   説 明 

 この案を提出するのは、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会

の意見を求める必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





















議案第４６号 

 

   豊明市民間活用事業推進審査委員会設置条例の制定について  

 豊明市民間活用事業推進審査委員会設置条例を別添のように定めるものとす

る。 

 

  令和４年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、民間活用事業に関する審査委員会を設置する必要が

あるからである。 

 

 



豊明市民間活用事業推進審査委員会設置条例 

 

（設置） 

第１条 市における民間活用事業に関し必要な事項を審査するため、民間活用

事業を検討する事業ごとに、豊明市民間活用事業推進審査委員会（以下「委

員会」という。) を置く。 

 （定義） 

第２条 この条例において「民間活用事業」とは、民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号。以下「Ｐ

ＦＩ法」という。) の規定による手続その他の公共施設等の整備等における

民間の資金、経営能力、技術的能力等を活用する手法による手続をいう。 

（任務） 

第３条 委員会は、市長又は教育委員会（以下「市長等」という。）の諮問に

応じ、次に掲げる事項を審査する。 

（１） ＰＦＩ法第５条第１項の規定による実施方針の策定に関する事項 

（２） ＰＦＩ法第７条の規定による特定事業の選定 

（３） ＰＦＩ法第８条第１項の規定による民間事業者の選定 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市における民間活用事業に関し必要な 

   事項 

（組織） 

第４条 委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長等が委嘱する。 

（１） 民間活用事業に関し識見を有する者  

（２） 法人等の経営及び財務に関し識見を有する者 

（３） 学識経験を有する者 

（４） 市職員 

（５） 前各号に掲げる者のほか、市長等が必要と認める者 

（委員長） 

第５条 委員会に、委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 



３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員が、委員長

の職務を代理する。 

（委員） 

第６条 委員の任期は、その者の委嘱に係る第３条各号に掲げる事項に関する

審査が終了するまでとする。 

（会議） 

第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、関係者に対し、出席を求めて説明

若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 (守秘義務) 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、行政経営部企画政策課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市長等

が別に定める。    

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第４７号 

 

   豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の  

   一部改正について 

 豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

  令和４年６月３日提出 

  

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、民間活用事業推進審査委員会委員等の報酬額を定め

る必要があるからである。 

 

 



   豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の 

   一部を改正する条例 

 

豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和

４７年豊明市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

青少年健全育成

推進員 

年額 ２１，０００   

上記以外の附属

機関の委員その

他の構成員 

１回 ７，２００ 

ただし、会議の時間が４時間以内の場合 

５，０００ 

を 

青少年健全育成

推進員 

年額 ２１，０００  

民間活用事業推

進アドバイザー 

１回 １８，４００ 旅費条例に

よる３級職

相当額 

民間活用事業推

進審査委員会委

員長 

１回 １４，４００ 

ただし、会議の時間が４時間以内の場合 

１０，０００ 

旅費条例に

よる８級職

相当額 

民間活用事業推

進審査委員会委

員 

１回 １２，０００ 

ただし、会議の時間が４時間以内の場合 

８，４００ 

上記以外の附属

機関の委員その

他の構成員 

１回 ７，２００ 

ただし、会議の時間が４時間以内の場合 

５，０００ 

に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

「 

「 

」 

」 



議案第４８号 

 

   豊明市税条例等の一部改正について 

 豊明市税条例等の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

 令和４年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典  

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   豊明市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （豊明市税条例の一部改正） 

第１条 豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

第２０条の３中「第１条の５第２号」を「第１条の９第２号」に改める。 

第２０条の４第１項中「交付」を「交付（法第３８２条の４に規定する当 

該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」に改める。 

第３２条第４項を次のように改める。 

４ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３５条の３第１項に規定する確

定申告書に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定

める事項の記載があるときは、当該特定配当等に係る所得の金額について

は、適用しない。 

 第３２条第６項を次のように改める。 

６ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３５条の３第１項に規定する確

定申告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他

施行規則に定める事項の記載があるときは、当該特定株式等譲渡所得金額

に係る所得の金額については、適用しない。 

第３３条の９第１項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金

額申告書」を「確定申告書」に改め、同条第２項中「申告書に係る年度分の

個人の県民税」を「確定申告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分の個

人の県民税」に改める。 

第３５条の２第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第３３号の４に規

定する源泉控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金額

が９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号

の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が９５万

円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないもの」に改め、

同条第２項中「、配偶者特別控除額」を削り、「第２条第４項ただし書」を

「第２条第３項ただし書」に改める。 

第３５条の３第２項中「附記された事項」を「付記された事項」に改め、



同条第３項中「附記し」を「付記し」に改める。 

第３５条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第１項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の

次に次の１号を加える。 

  （２） 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下である

ものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３

項に規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与

の支払を受けるもの及び同条第４項に規定する事業専従者に該当す

るものを除き、合計所得金額が１３３万円以下であるものに限る。

次条第１項において同じ。）の氏名  

第３５条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第１項中「あって、」の次に「特定配偶者（所得割の納税義務

者（合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一

にする配偶者（退職手当等（第５１条の２に規定する退職手当等に限る。以

下この項において同じ。）に係る所得を有する者であって、合計所得金額が

９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号において同じ。）又は」

を、「控除対象扶養親族」の次に「であって退職手当等に係る所得を有しな

い者」を加え、同項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の

次に次の１号を加える。 

 （２） 特定配偶者の氏名 

第６７条の２第１項中「閲覧」を「閲覧（法第３８２条の４に規定する固

定資産課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を含む。）」に

改める。 

第６７条の３第１項中「交付」を「交付（法第３８２条の４に規定する当 

該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」に改める。 

附則第７条の３の２第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」に、「 

令和３年」を「令和７年」に改める。 

附則第１０条の２第２項中「４分の３」を「５分の４」に改め、同条中第

１８項を第１９項とし、第１７項を第１８項とし、第１６項の次に次の１項

を加える。 



 １７ 法附則第１５条第４４項に規定する市の条例で定める割合は、４分の

３とする。 

附則第１６条の３第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上

場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」とい

う。）に係る配当所得に係る部分は、市民税の所得割の納税義務者が前年

分の所得税について特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条第

１項の規定の適用を受けた場合に限り適用する。 

附則第１７条の２第３項中「、第３７条の８又は第３７条の９」を「又は

第３７条の８」に改める。 

附則第２０条の２第４項を次のように改める。 

 ４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に

係る第３５条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を

受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。 

附則第２０条の３第４項を次のように改める。 

 ４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に

係る第３５条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を

受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。 

附則第２０条の３第６項中「年の翌年の４月１日の属する年度分の」を「 

年分の所得税に係る」に、「条約適用配当等申告書にこの項」を「確定申告

書にこの項」に改め、「（条約適用配当等申告書にこれらの記載がないこと

についてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削る。 

附則第２５条を削る。 

 （豊明市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 豊明市税条例の一部を改正する条例（令和３年豊明市条例第２０号）

の一部を次のように改正する。 

豊明市税条例第３５条の３の３第１項の改正規定中「控除対象扶養親族を

除く」を「年齢１６歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年齢１６歳未満

の者又は」を加え、「有しない者を除く」を「有する者」に改める。 

附則第２条第２項中「の規定中個人の市民税に関する部分」を「第２６条



第２項及び第３５条の３の３第１項並びに附則第５条第１項の規定」に改め

る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第１条中豊明市税条例第２０条の３の改正規定及び同条例附則第１

０条の２の改正規定 公布の日から施行し、令和４年４月１日から適

用する。 

 （２） 第１条中豊明市税条例第３２条第４項及び第６項、第３３条の９第

１項及び第２項、第３５条の２第１項ただし書及び第２項並びに第３

５条の３第２項及び第３項の改正規定並びに同条例附則第１６条の３

第２項、第２０条の２第４項並びに第２０条の３第４項及び第６項の

改正規定並びに第２条（豊明市税条例の一部を改正する条例（令和３

年第２０号）附則第２条第２項の改正規定に限る。）の規定並びに附

則第３条第３項の規定 令和６年１月１日 

 （３） 第１条中豊明市税条例第２０条の４第１項の改正規定、同条例第６

７条の２第１項の改正規定及び同条例第６７条の３第１項の改正規定

並びに次条並びに附則第４条第３項及び第４項の規定 民法等の一部

を改正する法律（令和３年法律第２４号）附則第１条第２号に掲げる

規定の施行の日 

 （納税証明書に関する経過措置） 

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例第２０条の４第

１項（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３８２条の４に係る部分に

限る。）の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第２０条

の１０の規定による証明書の交付について適用する。 

 （市民税に関する経過措置） 

第３条 第１条の規定による改正後の豊明市税条例（以下「新条例」という。） 

第３５条の３の２第１項の規定は、施行の日以後に支払を受けるべき第３５

条の３の２第１項に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に規



定する申告書について適用し、施行の日前に支払を受けるべき第１条の規定

による改正前の豊明市税条例（次項において「旧条例」という。）第３５条

の３の２第１項に規定する給与について提出した同項及び同条第２項に規定

する申告書については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３５条の３の３第１項の規定は、施行の日以後に支払を受けるべ

き所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公

的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この

項において「公的年金等」という。）について提出する新条例第３５条の３

の３第１項に規定する申告書について適用し、施行の日前に支払を受けるべ

き公的年金等について提出した旧条例第３５条の３の３第１項に規定する申

告書については、なお従前の例による。 

３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例の規定中個人

の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について 

 適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部

分は、令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和３年度分

までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前

の地方税法附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定

資産税については、なお従前の例による。 

３ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例第６７条の２

第１項（地方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、同号に掲

げる規定の施行の日以後にされる同法第３８２条の２の規定による固定資産

課税台帳の閲覧について適用する。 

４ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例第６７条の３

第１項（地方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、同号に掲

げる規定の施行の日以後にされる同法第３８２条の３の規定による証明書の

交付について適用する。 



議案第４９号 

 

   豊明市都市計画税条例の一部改正について 

 豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす

る。 

 

 令和４年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典  

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例  

 

豊明市都市計画税条例（昭和４７年豊明市条例第４５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 附則中第１８項を第１９項とし、第１７項を第１８項とし、第１６項を第１

７項とする。 

附則第１５項中「附則第５項及び第７項」を「附則第６項及び第８項」に、  

「附則第５項及び第８項」を「附則第６項及び第９項」に、「第５項、第６項、 

第８項及び第９項」を「第６項、第７項、第９項及び第１０項」に、「附則第

８項から第１０項まで」を「附則第９項から第１１項まで」に、「附則第１０  

項の「農地」を「附則第１１項の「農地」に、「附則第１０項の「前年度分の」  

を「同項の「前年度分の」に、「附則第１１項から第１３項まで」を「附則第

１２項から第１４項まで」に、「附則第１２項」を「附則第１３項」に改め、

同項を附則第１６項とし、附則第１０項から附則第１４項までを１項ずつ繰り

下げる。 

附則第９項中「附則第５項」を「附則第６項」に改め、同項を附則第１０項

とする。 

附則第８項中「附則第５項」を「附則第６項」に改め、同項を附則第９項と

する。 

附則第７項中「附則第５項」を「附則第６項」に改め、同項を附則第８項と

し、附則中第４項から第６項までを１項ずつ繰り下げ、第３項の次に次の１項

を加える。 

（法附則第１５条第４４項の条例で定める割合）  

４ 法附則第１５条第４４項に規定する市の条例で定める割合は、４分の３と 

する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市都市計画税条例の規定は、令和４年度



以後の年度分の都市計画税について適用し、令和３年度分までの都市計画税

については、なお従前の例による。 



議案第５０号 

 

   豊明市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改  

   正について 

 豊明市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部を改正

する条例を別添のように定めるものとする。  

 

  令和４年６月３日提出 

  

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、豊明市民間活用事業推進審査委員会設置条例の制定

に伴い改正する必要があるからである。 

 

 



豊明市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部を

改正する条例 

  

豊明市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成２４年

豊明市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第５項中「前４項」を「前各項」に改め、同項を同条第６項とし、同

条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、同条第２項ただし書中「指定

管理者の」を削り、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え

る。    

２ 前項の規定は、選定等について豊明市民間活用事業推進審査委員会設置条 

 例（令和４年豊明市条例第  号）第１条に規定する豊明市民間活用事業推 

 進審査委員会に諮問するときは、適用しない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第５１号 

 

豊明市子ども医療費支給条例の一部改正について 

 豊明市子ども医療費支給条例の一部を改正する条例を別添のように定めるも

のとする。 

 

  令和４年６月３日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、子ども医療費の支給対象を拡大するため必要がある

からである。 

 



豊明市子ども医療費支給条例の一部を改正する条例 

 

豊明市子ども医療費支給条例（昭和４８年豊明市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第１項中「１５歳」を「１８歳」に改め、同条第３項を次のように改

める。 

３ この条例において「高校生等」とは、「子ども」のうち１５歳に達する日

以後の最初の４月１日から１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの

間にある者をいう。 

 第２条第４項を削る。 

 第３条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、同条

第１項の次に次の１項を加える。 

２ 高校生等が、国民健康保険法若しくは社会保険各法の規定による保険料（地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による国民健康保険税を含む。）

を納付する義務がある場合又は成年に達した場合は、当該高校生等を受給資

格者とすることができる。 

 第４条第１項中「規定による医療に関する給付」の次に「（高校生等にあっ

ては、入院に係るものに限る。）」を加え、「当該子どもの保護者である」を

削る。 

 第５条中「この条例による医療費の支給を受けようとする」を「この条例に

よる医療費（高校生等の医療費を除く。）の支給を受けようとする」に改める。 

 第７条第１項中「受給者」を「子ども」に、「当該医療を受けた者」を「受

給者」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 高校生等に係る医療費の支給は、当該医療費を受給資格者に支払う。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市子ども医療費支給条例の規定は、この

条例の施行の日以後に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医療費の支



給について適用し、同日前に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医療

費の支給については、なお従前の例による。 



議案第５２号 

 

豊明市公共下水道事業受益者分担に関する条例の一部改正について 

豊明市公共下水道事業受益者分担に関する条例の一部を改正する条例を別添  

のように定めるものとする。 

 

令和４年６月３日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、勅使台団地管理組合法人の管理区域における公共下

水道の整備が完了したため、必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市公共下水道事業受益者分担に関する条例の一部を改正する条例 

 

豊明市公共下水道事業受益者分担に関する条例（令和元年豊明市条例第４４

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項ただし書を削り、同項の表中「１水道メーター当たりの分担金

額又は地区総額」を「１水道メーター当たりの分担金額」に、「沓掛地区」を

「沓掛地区及び勅使台団地地区」に改め、同表勅使台団地地区の項を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 












































	報告第７号
	報告第８号
	議案第４３号
	議案第４４号
	議案第４５号
	議案第４６号
	議案第４７号
	議案第４８号
	議案第４９号
	議案第５０号
	議案第５１号
	議案第５２号
	議案第５３号

